別紙様式２－１

参 加 資 格 確 認 申 請 書

令和　　年　　月　　日　　

鹿児島県監査委員事務局長　柿内　一樹　様

住　所　
商号又は名称
代表者氏名

「令和８年度鹿児島県工事技術調査業務委託」に係るプロポーザルへの参加資格に
ついて、次のとおり事実に相違ないことを誓約します。

	
	参加資格要件
	記入欄

	１
	委託業務の実施に関するノウハウを有していること。
	適　・　否

	２
	地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４に規定する要件に該当しないこと。
	適　・　否

	３
	経営不振の状態（会社更生法（平成14 年法律第154 号）に基づく更生手続開始の申立てがなされている者、民事再生法（平成11 年法律第225 号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者、破産法（平成16 年法律第75 号）に基づく破産手続開始の申立てがなされている者、会社法（平成17 年法律第86 号）に基づく特別清算開始の申立てがなされている者、銀行取引停止処分がなされている者。ただし、鹿児島県が経営不振の状態を脱したと認めた場合を除く。）にない者であること。
	適　・　否

	４
	現に物品又は役務の調達等に係る有資格業者の指名停止に関する要綱（平成15年３月28日告示第416号）に基づく鹿児島県の指名停止措置を受けている者でないこと。
	適　・　否

	５
	鹿児島県が行う契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成23年９月27日制定）第３条の暴力団排除措置の対象となる法人等に該当しない者であること。　
	適　・　否

	６
	都道府県税、消費税及び地方消費税を滞納していないこと。
	適　・　否

	７
	本業務の企画提案書提出時において、技術士（技術士法（昭和58年法律第25号）第２条に規定する技術士）の資格を有し、調査対象機関における主たる工種（道路、河川、港湾、ダム、橋梁、農業土木、砂防、水産土木、トンネル、建築等）に対応した技術士が複数人所属していること。
	適　・　否

	８
	過去５年以内に国又は地方公共団体等（国、地方公共団体又は公共法人）との間に、工事検査業務又は、工事監査業務の契約の履行を完了した実績があること。
	適　・　否

	９
	政治団体、宗教上の組織若しくは団体でないこと。
	適　・　否

	10
	非営利法人であること（公益財団法人、公益社団法人、一般財団法人、一般社団法人、特定非営利活動法人等）。
	適　・　否



